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   This paper reports a series of actions to develop a new type channel stabilization structure for small and medium-
sized rivers in Japan.  At first, some types of overseas structure are shown with their characteristics.  Secondly, 
fundamental shapes of channel stabilization structure which increase habitat heterogeneity are discussed on the basis 
of experimental results obtained in small-scale and large-scale movable bed experiments with test models.  In latter 
experiment, three large scale models made by different materials are examined, it is confirmed that the surface 
roughness have effect distinctly on velocity profiles of passing flow. 
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１．はじめに 

 
平成20年に通知，平成22年に改訂再通知された「中小

河川に関する河道計画の技術基準」1)では，中小河川の

河川整備計画や災害復旧事業における河道計画の立案時

に，河床の掘り下げを極力行わず，川幅拡幅により流下

能力を確保することを基本方針の一つとして示している．

また，河道法線の設定にあっては，改修前の河道の湾曲

部を極力活かし，河道の直線化を避けることとしている．

これらの原則は，河床に形成される砂州や澪筋の蛇行に

よる瀬淵構造が保全・形成されることを企図するととも

に，改修によって洪水時の流速や河床面に作用する掃流

力が増加することを回避して，安定した河道が維持され

ることを目的としている． 
技術基準が対象とするのは，流域面積200km2以下のい

わゆる中小河川であるが，昭和50年代以降急速に進めら
れてきた我が国の中小河川改修では，限られた河川用地

でより多くの流量を溢れさせずに流すために，計画断面

を単断面とし，河床を掘り下げて狭くて深い台形断面と

する河道改修が一般的に行われてきた．川幅の小さい河

川ほど，幅水深比B/Hがより小さい断面に改修される傾

向2)が認められ，自然河岸に比して急勾配に切り立てた

河岸を保持し侵食から守るために積み護岸を設置し，結

果として，小規模な河川ほど改修前後での流速と掃流力

の増加の割合がより大きい改修手法が選択されてきた．

さらに，改修後の河道の縦断及び横断形を維持するため

に，より具体的には，計画河床高程度に河床高を維持す

るため，床止め工（落差工，帯工）が用いられてきた． 
落差工が，河道の直線化に伴う縦断勾配の増大に対応

して縦断勾配の調整と流水の減勢のためにあらかじめ落

差を設けるのに対し，帯工は，河床高を維持するととも

に，流水と流砂を横断方向に整え，局所洗掘を防止する

目的で，小落差あるいは落差を設けないで設置される構

造物である．しかしながら，帯工が河床低下を防ぐ機能

は，直下流が河床低下しはじめてから発揮される3)こと

から，帯工の機能が活かされる状況では必然的に落差が

形成され，水生生物の移動阻害を生じている状況が実河

川において散見される．さらに，河床形状は縦横断方向

に平坦で多様性に乏しい状態に維持される． 
このような，過去の河道改修における河道安定のため

の横断構造物が有する河川環境面での課題に鑑みて，新

しい技術基準では，改修後の河床変動についてあらかじ

め検討した上で，床止め等の横断構造物は必要最小限と

するよう述べている．しかしながら，背後地の土地利用

の制約等により河道拡幅が困難な河川においては，河道

安定のための構造物が依然として必要とされる場合があ

る．また，改修済み河道の既設の帯工・落差工を，生物

の移動性や景観面について改良する場面等も想定される．

近年，伝統的な石組構造を応用した分散型落差工4)が提

案され，河川生態系に与える好ましい効果についても報



 

 

告されているが，より広い流程で用いられている従来型

の帯工に替わる工法の開発は，未だ為されていない． 
以上の背景を踏まえ，（独）土木研究所自然共生研究

センターでは，主に中小河川の単断面河道を対象として，

従来型の帯工が有する環境面での課題を克服した新たな

河道安定工法の実用化を進めている．本報では調査研究

の取り組みの概要と得られた主な成果について報告する． 
 

２．海外事例・技術基準類の調査 

 
(1) 調査方法 

河道安定(Channel Stabilization)の目的で設置される構造
物について，主に欧米の技術資料を対象として文献調査

を行った．文献は主にインターネットを用いて収集し，

構造物の形状，構造，設計思想，水理的機能等について

考察した． 
 

(2) 調査結果の概要 

我が国の技術体系では，帯工の平面形状は，河岸と直

交する直線が基本である．実務者が拠り所とする技術書
5)によれば，曲線型，折線型とした場合，帯工下流で流

れが河道の中心に集中し，洗掘が生じやすいこと，洗掘

箇所の下流は堆積箇所となって分散した流れは河岸に向

かうことを理由として，直線型を推奨している． 
しかしながら，北米・欧州における河道安定工法では，

中央部を上流側に突出させたΛ型あるいはΠ型の平面形
状で，横断方向に勾配をつけて中央部を低くした点が共

通する複数の工法が確認される．抽出された工法の概要

を抜粋して表-1に示す． 
表-1に示す4工法は，流水を河道中央に集め，淵を形

成すること，水面落差を一定の幅以内に収めること，横

断方向に勾配をつけることによって，流量が変動しても

常に流心と水際とが形成されることといった，生物の移

動性への配慮が謳われている点において共通している．

河道安定工法であると同時に，Step-Pool状の縦断的な瀬
淵構造を模したものとなっていて，非常に興味深い． 
これらの工法は，多くの場合，簡易な石組構造又は単

体の石が十分大きい捨石構造が基本形とされている．設

計手法として，想定される流速に対応する石材の径の目

安，洗掘に対する根入れ深さ等について提示されている

が，経験的な設計法で構成されており，我が国の床止め

工に求められてきた構造物としての堅牢性あるいは河床

変動に対する追随性などはあまり考慮されていない． 
この理由は以下のように考えられる．これらの工法は，

多くの場合，比較的自然度が高い河道の流路変動を制御

して，澪筋を同じ場所に維持することを目的としており，

河道災害を生じた際のリスクがそもそも小さいと考えら

れる．また，護岸と組み合わせた設置状態を前提として

いないため，河岸を守るための機能を強く期待されてい

ない．さらに，低水路満杯(Bank full)を上回るような洪
水の際は流水が浅い流れのまま横に広がって溢流するよ

うな河道のつくりになっていること，そもそも我が国と

比較して河況係数が小さく，流水外力の変動幅が限られ

ている等の条件の違いを考慮する必要がある． 
検討する新工法には，これらの与条件の違いを考慮し

た上で，「河道安定工法により縦断的な瀬淵構造を形成

する」というコンセプトを取り入れることとした． 

 

 

 
写真-1 設置事例の写真 

（上段：Rosgen Cross Vane7）） 

（下段:Syvde-type Weir, Google street viewより） 

表-1 河道安定構造物の海外事例（抜粋） 

名称 USDA / Rock Weir6) Rosgen / Cross Vane7) WSDOT / Rock Weir8) Syvde-type Weir9) 
地域 米国，主に西海岸 米国，主に中西部 米国，ワシントン州 ノルウェー，Syvde地方 
平面 
形状 
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構造 簡易な石組又は捨石構造 簡易な石組又は捨石構造 簡易な石組又は捨石構造 木製又は簡易な石組構造 
 



 

 

３．小型模型水理実験 

 
(1) 実験の概要 

横断構造物の平面形状の違いによる河床変動特性の把

握を目的として，幅30cm，延長8m，勾配1/200の実験水
路（岐阜大学工学部）において移動床実験を実施した． 
著者らは先行実験10)において，同様の実験系を用いて，

帯工の平面形状の違いによる河床変動特性に着目し，我

が国では基本である直線型に加え，Λ型，ハ型の帯工に

ついて，典型的な中小河川との相似を意識した移動床実

験により帯工周辺の河床変動特性を把握し，平面形状及

び折り曲げ角度の効果について検討するとともに，平水

時に落差を生じにくい帯工の形状について検討し，以下

の結果を得ている． 
①直線型に対して，Λ型及びハ型は，帯工下流の中央
部に深い洗掘孔を生じる．これは，斜め部材を越流

する際に誘起される左右対称の強い螺旋流による． 
②中央に開口部を有するハ型は，開口部を通過する流

れによって螺旋流の発達が阻害される． 
また，別途検討している寄り洲の形成を目的とした

バーブ工法に関する基礎的な実験結果11)より，以下の結

果を得ている． 
①越流型水制の上向き角度を大きくするにつれ，局所

洗掘深は減少する傾向にあるが，水制を斜めに越流

する流れによる下流側の洗掘孔が拡大する． 
②水制の先端を低くし，かつ流れの剥離を防ぐ法面を

設けたケースでは，局所洗掘が大幅に抑制され，さ

らに水制の根元の高さまで流砂が堆積する． 
これらの先行研究を踏まえ，工法の好ましい基本形状

について再検討した結果，中央部は直線，左右岸にバー

ブ工の機能を付加した斜め部材を有した形状が基本形状

として好ましいものと考えた．直線部と斜め部の比率を

増減させることで，下流側の洗掘量を制御可能であると

考えられたためである． 
そこで，左右岸の斜め部材，直線部の比率を，1:1:1と

した模型を製作し，既往実験と同様の実験条件を再現し

て，直線型，Λ型と比較した． 
 

(2) 結果と考察 

先行実験10)の結果より直線型とΛ型，追加実験で行っ

たその中間の形状について，流量8ℓ/s，移動床区間の水
路中心における水位・河床高分布から求めた平均水深と

平均エネルギー勾配による無次元掃流力 * =0.20程度，
無給砂の条件で60分通水した後の河床変動量を，図-

1(a)～(c)に示す．なお，模型の天端高はいずれも平坦

に敷きならした初期砂面高に合わせて設置している． 
模型下流側の河床変動量は，事前に予想した通り直線

型とΛ型の中間的な傾向となったことから，直線部分と
斜め部分の比率を変更することで，下流側の洗掘孔の規

模の調整が可能と考えられる． 
続いて，実河川において生じうる状況について検討す

るため，流量，土砂供給条件を変更した実験ケースとし

て，前記の条件に加え上流から平衡給砂を行った動的平

衡条件における結果と，流量を漸減して河床面に作用す

る平均的な掃流力が移動限界を上回らない静的平衡洗掘

条件を整えた結果とを，図-1(d),(e)にそれぞれ示す．

移動床区間上流の固定床区間において，流出土砂量に見

合う給砂を行った動的平衡条件下においては，模型は進

行する砂堆に埋没・露出を繰り返し，時間平均的には河

床面の低下を生じない．一方，静的平衡洗掘では，斜め

部材による洗掘孔の発達は模型直下流に限定され，一定

規模まで洗掘孔が拡大した後，維持される．本実験では

粒径0.6mmのほぼ均一な砂を使用したことから，粒度分
布が広い混合粒径の条件下においては，局所的な掃流力

の分布に応じた分級が発生すると考えられ，やや現象は

複雑になるが，洗掘を生じる位置や経過等の基本的な振

る舞いに大きな差異はないものと考える． 
したがって，実河川において，上流から土砂供給が維

持される場合，流量変動に対して構造物周辺の河床形状

は概ね(d)と(e)の間で維持され，平水時の流況において

河床材料の移動がほとんど生じない河川では，静的平衡

洗掘条件で形成された淵が維持されるものと考えられる．

しかしながら，上流からの土砂供給が何らかの理由で減

少し，河床低下が継続した場合，下流側の洗掘孔が拡大

し続け，(b)のような状況が現出することも想定される．

そのため，設計者の視点に立てば，静的平衡洗掘条件に

図-1 通水後の河床変動量（模型形状及び洗掘条件の比較） 

(c) 直線型   無給砂, 8l/s, 60分通水後 

(d) 中間型   動的平衡条件（給砂） (a) Λ型   無給砂, 8l/s, 60分通水後 

(b) 中間型   無給砂, 8l/s, 60分通水後 (e) 中間型   静的平衡条件（無給砂） 



 

 

よって生じる日常的な姿の想定と，河床低下が継続した

際の横断構造物及び下流護岸の安全性を担保する方法の

2点が主たる検討課題と認識される． 
以上を踏まえ，新工法のコンセプトと，それを実現す

るための方策について，表-2にまとめて示す． 
 

４．大型模型水理実験 
 

(1) 実験の概要 

小型模型水理実験によって見出した基本形状を基に，

構造の違いによる越流流況，景観性を把握するため，よ

り実河川に近い条件・スケールにおける大型模型水理実

験を行った． 
大型模型水理実験は，(独)土木研究所自然共生研究セ

ンター内の実験河川(岐阜県各務原市)の一部を利用して
行った．実験河川は，一級河川木曽川北派川に人工的に

流路を造成したものであり，木曽川支川新境川（流域面

積42.6km2，流路延長13.6km）から流路上流の調節池に
河川水を導水し，流量制御のための鋼製起伏ゲートを介

して，貯留した河川水を自然流下させるものである． 
本実験は，3本ある実験河川のうちA河川の最上流区

間に，幅2.5ｍ，延長40ｍ，勾配1/200に設定した区間を
設定し，構造が異なる3基の模型を設置し，異なる流量
における流況を計測するとともに，流水表情を含めた景

観を確認した．また，設置対象河川による構造の使い分

け，設計手法等について考察した． 
実験に用いた土砂は，調達可能な土砂の量，実河川に

流入する実験河川の立地特性等を考慮して，木曽川産の

洗い砂とした．粒度試験の結果，細粒分2%，砂分71%，
礫分27%のやや広い粒度分布を有しており，D60粒径は

1.38mmであった． 
流速の計測は，3次元超音波流速計Flow Tracker(Sontek

社製)，河床形状及び水位の計測はトータルステーショ
ン(Nikon Trimble社製)で行った． 

 
(2) 構造物の形状と構造 

想定される実河川の河道幅を12mと仮定した場合，小
型模型水理実験は1/40スケール，大型模型水理実験は1/5
スケールに相当することから，構造物の寸法，構成する

材料は実物の1/5程度となるよう設定した． 
平面形状は，斜め部材と直線部が1:2:1の比率とした．

構造物の高さは，直線部を初期河床面に合わせて水平と

し，斜め部材の端部は直線部より10cm高く設定した．
天端幅を30cmとし，上下流側法面の勾配は上流側を一
割五分，下流側は二割に設定した． 
上流側法勾配については，小型模型実験において一割

勾配を採用していたところ，局所洗掘を助長する縦渦が

生じたことと，土砂・割栗石等の材料を用いる場合，一

割勾配では自立が困難であること等を勘案し，一割五分

を採用した．下流側の法勾配については，越流部の流況 

表-2 新しい河道安定工法のコンセプト（案） 

コンセプト 実現するための方策 
上流側の河床高を維持する

機能を発揮しながら，不連

続な落差を生じさせない 

越流部の形状を工夫し，小流量

時にも河床面と水面が縦断的に

連続する状態を維持する． 
直下流に淵を形成し，河床

形状と流速・水深分布に多

様性をもたせる 

平面形状を直線型とΛ型の中間
とする． 

左右岸に寄り洲を形成し

て，自然な水際部を形成 
斜め部材の形状にバーブ工を応

用する． 
淵の深さ，範囲を制御し安

全性を確保する 
直線部と斜め部の比率によって

洗掘量を制御する． 
複数基配置を基本とする． 
最下流に掘れ止めを設ける． 

に強く影響することから，さらなる検討の余地は大きい． 
構造は，従来の帯工が，本体部分を現場打ちコンク

リートとし，上下流に根固めブロック等を用いた護床工

を設置するのに対し，より安価であること，曲線等の形

状が比較的容易に製作できること等の利点を重視して以

下，3タイプを検討した．すなわち，捨石構造の①捨石
タイプ，捨石を丈夫なネットでくるんだ②袋詰タイプ，

捨石を連節ブロックあるいはブロックマット状の製品で

被覆した③ブロック被覆タイプである． 
構造物としての耐久性は，①捨石タイプは捨石単体が

流出するか否かによって決定されると考えられる．②袋

詰タイプはネットによる拘束の効果を多少は見込むこと

平面図 

中心線断面図 

図-2 大型模型の基本形状 

写真-2 各タイプの外観と設置状況 

①捨石タイプ ②袋詰タイプ 

③ブロック被覆タイプ 

端部は中央の直線部より 
10cm高く設定． 

flow 



 

 

によって①よりも捨石が多少は流出しにくいと考えられ

る．③ブロック被覆タイプは，連節構造あるいはブロッ

クマット構造であれば，群体として滑動することが破壊

要因となるが，上流側から下流側までを一体の構造とす

ることで，上流側が土砂によって押さえられるために，

護岸として設置する場合よりはかなり大きな流体力に耐

えることが期待される．今後検討すべき課題を含むもの

の，一般的には後者の構造になるほど外力に対する耐久

性は向上すると考えられる． 
 

(3) 結果と考察 

3タイプの大型模型を40m区間に10m間隔で設置し，流
量を平水流量程度を想定した100l/sから，中小出水を想
定した300l/s，年最大流量程度を想定した1,000l/sの間で
変化させ，越流流況，河床変動特性について把握した． 

300l/sを約24時間通水した状況下における各模型周辺
の河床形状を図-3に，中心線に沿った模型直下流1m, 2m, 
3m地点での主流速鉛直分布を図-4に示す． 

300l/s通水を開始し，河床波が十分発達した時点での
水位縦断形と河床形状から求めた代表粒径1.38mmに対
する無次元掃流力 * は0.40程度であったが，砂堆の発
生により各模型上流側の流砂量はかなり抑制されていた．

その後，模型直下流の土砂流出が進んだことにより，計

測時には水面形が階段状になっていて，各模型間の平均

的な無次元掃流力は * =0.20程度まで低下していた． 
図-3に示すとおり，河床変動量は，最下流の①捨石タ

イプが最も少なく，中間の②袋詰タイプが最も大きく，

最上流の③ブロック被覆タイプがその中間であった．②

袋詰タイプは，河床低下によって実験河川の当該区間に

設置されているコンクリート底版が露出したため，急激

に土砂が流失したと考えられる．②袋詰タイプから流出

した土砂が①捨石タイプの区間に流入するという実験系

の課題があるため，現時点では，構造と河床変動量の関

係について厳密な議論はできていない． 
一方，構造の違いは，下流側に形成された淵の内部の

流況において明瞭に把握される．図-4に示すとおり，越

流部直下流の流速の鉛直分布は，構造によってかなり異

なる．①捨石タイプは，底層に沿った流れがきちんと減

速されるのに対し，③ブロック被覆タイプは十分に減速

されていない．さらに，水面付近の流速が相対的に小さ

いために，越流部直下において跳水を生じており，その

他2タイプとは流水表情も異なったものとなっている．

②袋詰タイプの2m地点では，平滑なコンクリート底版
が露出し，底面付近の流速が大きくなっているため，比

較は難しい．以上のことから，越流部の流況は，構造物

の表面を構成する材料の粗度の影響を強く受けているこ

とが確認され，越流部から下流側にかけては構造物表面

に適切な粗度を付与することの重要性が示唆された． 
また，空間的な水深流速分布の多様性の向上が確認さ

れた．越流部においては，流量変動に対し，常に流速の

小さい水際部が形成されていることから，水生生物の移

動性が確保されると考えられる．ただし，③ブロック被

覆タイプは表面が平滑すぎるためか，水際部の水深が薄

く，遡上には不適切であるため，適度な粗度の付与が必

要であると考えられた．また，下流に形成された淵には，

三次元的な流れが形成されており，平面的に逆流してい

図-4 河道中心における主流速鉛直分布 
(左列:模型1m下流，中列:2m下流，右列:3m下流) 
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図-3 通水後の河床変動量（初期砂面高基準）と流速計測地点（×印) 
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る領域も見られた．魚類が淵内に定位しようとした際に

走流性によって下流側を向く，あるいは複雑な流れに翻

弄されることも考えられることから，淵内の流況を整え

る工夫も必要であると考えられる． 
 

５．おわりに 
 
本報では，従来型の帯工が有する環境面での課題を克

服した新たな河道安定工法の実用化の取り組みについて，

その概要と現時点で得られている主な成果について報告

した．以下に，本報のまとめを示す． 
 

・海外事例・技術基準類を調査した結果，我が国では見

られない，中央部を上流側に突出させた河道安定工法

が複数確認された．河道安定工法であると同時に，縦

断的な瀬淵構造を形成し，生物の移動性に配慮してい

る点に共通点が見出された． 
・小型模型水理実験の結果，帯工左右岸に寄り洲を形成

し，直下流に淵を形成する機能を有した河道安定工法

の基本形状を見出した． 
・構造の異なる3基の大型模型を設置して実施した水理
実験の結果，同様の形状を有していても，構造物表面

を構成する素材の粗度によって，下流側流況及び洗掘

量が大きく異なることが確認された． 
 

今後の課題を以下に示す． 
本報で示したとおり，新たな河道安定工法の基本形状

を見出すことができたが，詳細な点については改善の余

地があると考えており，小型模型実験を系統的に実施し

ていく．とくに，直線部と斜め部材の比率の効果，異な

る出水規模における河床の応答，河床材料の混合粒径の

効果については検討が必要であると考えている． 
また，大型模型水理実験における構造物表面の粗さの

違いが，下流側の流況にかなり影響を与えていることが

確認されたことを踏まえ，本工法に必要な水理特性を具

備したブロックの試作を行っていく．その際，景観面に

おける配慮も同時に盛り込まれるべきである． 
一方で，普及のためには安全性を確保できる設計法の

整備が必要不可欠である．設計法を整備する方針として，

床止め工，護岸工，水制工等についての既存の設計法を，

照査対象とする状況に合わせて援用することにより，総

合的に安全性の照査が実施可能であるか検討中である． 
照査すべき状況としては，構造物本体の表面から破壊

に至るケース，下流側の洗掘から本体の破壊に至るケー

スと，下流側の洗掘が護岸等の周辺構造物の被災につな

がるケースが想定される．構造物表面の破壊については，

護岸の力学設計法12)における力学照査方法の援用が可能

と考えている．下流側の洗掘深の予測については，従来

の洗掘予測式の適用性について検討を行うとともに，効

果的な洗掘深の制御方法について，また，複数基配置す

る場合の縦断的配置の考え方や掘れ止めのための補助構

造物の設置等について，モデル河川への適用を前提とし

て，具体的に検討していく． 
さらに，実河道への配置計画手法として，湾曲部や砂

州により形成される瀬淵構造を活かしながら，これらが

ともに期待できない区間をどのように抽出し，縦断的に

どの程度の間隔で構造物を配置すべきかといった計画論

的な議論も，多自然川づくりの現場では重要である． 
これらの総合的な取り組みを進めながら，工法として

の完成度を高め，多自然川づくりの現場に資する技術へ

と高めていく． 
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